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アコム株式会社 
 

「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」 

につきましては、法令並びに当社定款第 15条の規定に基づき、 

インターネット上の当社ウェブサイトに掲載することにより、 

株主の皆さまにご提供しております。 

  

 



 

連 結 注 記 表 
 

 

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

 (1) 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 ６社 

主要な連結子会社の名称は、事業報告「１．企業集団の現況に関する事項 (6）重要な親会社

及び子会社の状況」に記載しているため省略しております。 

 

 (2）持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社の数 １社 

持分法適用の関連会社名称 エム・ユー・コミュニケーションズ㈱ 

 

 (3) 会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

 (ｲ) 有価証券 

      売買目的有価証券 …… 時価法（売却原価は移動平均法により算定） 

満期保有目的の債券 …… 主として償却原価法 (利息法） 

そ の 他 有 価 証 券 

時価のあるもの …… 期末日の市場価格等に基づく時価法 

                     （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のないもの …… 移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資 

（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。 

 (ﾛ) デリバティブ取引等 

ス ワ ッ プ 取 引 …… 時価法 

 (ﾊ) たな卸資産 

商 品 …… 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定） 

貯 蔵 品 …… 主として先入先出法による原価法 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 (ｲ) 有形固定資産 (リース資産を除く） 

当 社 及 び 

国 内 連 結 子 会 社 
…… 定率法 

在 外 連 結 子 会 社 …… 定額法 

 (ﾛ) 無形固定資産 (リース資産を除く） 

自 社 利 用 の

ソ フ ト ウ ェ ア 
…… 社内における利用可能期間 (５年）に基づく定額法 

そ の 他 の

無 形 固 定 資 産 
…… 定額法 

 (ﾊ) リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

…… 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

…… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

(ﾆ) 長 期 前 払 費 用 …… 均等償却 

(ﾎ) 繰延資産 

社 債 発 行 費 …… 支出時に全額費用として処理しております。 
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③ 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により、収益及び費用は、期中平

均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持

分に含めて計上しております。 

④ 重要な引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金 …… 営業貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、当社及び連結子会

社は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(会計上の見積りの変更) 

当社及び一部の連結子会社は、当連結会計年度において、信用保証

事業の規模拡大への対応に加え、貸倒引当金のさらなる精度の向上

をはかるため、債権区分ごとの貸倒リスク状況をより精緻に分析し、

ローン・クレジットカード事業及び信用保証事業に対する貸倒引当

金の見積りを一部変更しております。 

この変更に伴い、従来の方法と比べて、当連結会計年度の営業損失、

経常損失及び税金等調整前当期純損失はそれぞれ 1,160百万円増加

しております。 

債務保証損失引当金 …… 債務保証に係る損失に備えるため、当社及び連結子会社は、当連結

会計年度末における損失発生見込額を計上しております。 

役員退職慰労引当金 …… 役員退職慰労金の支給に備えるため、国内連結子会社の一部は、内

規に基づく期末要支給額を計上しております。 

利息返還損失引当金 …… 将来の利息返還損失に備えるため、当社は、過去の返還実績を踏ま

え、かつ最近の返還状況を考慮する等により返還額を合理的に見積

もり計上しております。 

⑤ 重要な収益及び費用の計上基準 

営 業 貸 付 金 利 息 …… 発生基準により計上 

なお、当社の営業貸付金に係る未収利息については、利息制限法利

率又は当社約定利率のいずれか低い方により計上しております。 

包括信用購入あっせん収益 

顧 客 手 数 料 …… 残債方式により計上 

加 盟 店 手 数 料 …… あっせん手数料として取扱時に計上 

信 用 保 証 収 益 …… 残債方式により計上 

 (注）計上方法の内容は次のとおりであります。 

残 債 方 式 …… 元本残高に対して所定の料率で手数料を算出し、収益に計上する

方法 

⑥ 重要なヘッジ会計の方法 

(ｲ) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、金利スワップの特例処理の要件を満たすものに

ついては、特例処理に、通貨スワップの振当処理の要件を満たすものについては、振当処理に

よっております。 

(ﾛ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

金利関連 

ヘ ッ ジ 手 段 …… 金利スワップ取引 

ヘ ッ ジ 対 象 …… 変動金利建の借入金及び変動金利建の社債 

通貨関連 

ヘ ッ ジ 手 段 …… 通貨スワップ取引 

ヘ ッ ジ 対 象 …… 外貨建の借入金及び外貨建の社債 

(ﾊ) ヘッジ方針 

当社及び連結子会社の内規に基づき、金利関連では、金利変動リスクを回避する目的で、変

動金利建の借入金及び変動金利建の社債に対して、金利スワップのデリバティブ取引でキャッ
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シュ・フローヘッジを、通貨関連では、借入金及び借入金利息の為替変動リスクを回避する目

的で、外貨建の借入金及び外貨建の社債に対して、通貨スワップ取引でキャッシュ・フローヘ

ッジを行っております。 

(ﾆ) ヘッジ有効性評価の方法 

金利関連では､ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件がほぼ一致しており､かつヘッ

ジ開始時及びその後も継続して､金利変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと

想定することができるため､ヘッジの有効性の判定は省略しております｡また､通貨関連では､ヘ

ッジ対象と同一条件で通貨スワップを締結しており､為替変動又はキャッシュ・フロー変動を完

全に相殺するものと想定することができるため､ヘッジの有効性の判定は省略しております｡ 

⑦ のれんの償却方法及び償却期間 

のれんは、10 年から 15 年間で均等償却しております。ただし、のれんの金額に重要性が乏し

いものは、発生連結会計年度に全額償却しております。 

⑧ その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

(ｲ) 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額

に基づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しております。なお、年金資産の見

込額が退職給付債務額を超過している場合は、超過額を退職給付に係る資産として計上してお

ります。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により、費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。 

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の

部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

(ﾛ) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税

等は、発生連結会計年度の期間費用としております。 

(ﾊ) 連結納税制度の適用 

  当社及び一部の国内連結子会社は、連結納税制度を適用しております。 

 

２．表示方法の変更に関する注記 

＜連結損益計算書関係＞ 

前連結会計年度において、独立掲記しておりました営業外費用の「投資事業組合運用損」及び「保

険解約損」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示し

ております。 

なお、当連結会計年度の「投資事業組合運用損」は０百万円、「保険解約損」は２百万円であり

ます。 

 

３．追加情報 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年３月

28日）を当連結会計年度から適用しております。 

 

４．連結貸借対照表に関する注記 

 (1）有形固定資産の減価償却累計額                 

 

 (2）保証債務 

信用保証業務の保証債務残高 1,129,773 百万円 

銀行業による保証債務残高 939 百万円 

債務保証損失引当金 8,722 百万円 

差引 1,121,990 百万円 

(3）「現金及び預金」には、連結子会社のインドネシア中央銀行の規則に基づく準備金 3,213百万円が

含まれております。 

37,600 百万円 
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記 
 (1）当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 

普通株式 1,596,282,800 株 

  

 (2）剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額 

該当事項はありません。 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

該当事項はありません。 

 

 (3）当連結会計年度末の新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

該当事項はありません。 

 

６．金融商品に関する注記 
 (1）金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、ローン事業、クレジットカード事業、信用保証事業、債権管理回収事業（サ

ービサー事業）、銀行業などの金融サービス事業を行っております。これらの事業を行うため、

市場の状況や固定金利と変動金利のバランスを調整し、金融機関からの借入れによる間接金融の

ほか、社債の発行等による直接金融によって資金調達を行っております。デリバティブ取引は、

これら資金調達の金利変動リスク及び為替変動リスクを回避すること等の目的で利用しており、

投機的な取引は行わない方針であります。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

当社グループが保有する主たる金融資産は、営業貸付金、銀行業貸出金及び割賦売掛金であり、

顧客の債務不履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。また、当社グループは

株式、債券及び組合出資金等を満期保有目的、純投資目的で保有しているほか、一部連結子会社

では売買目的で保有しており、これらは市場価格の変動リスクに晒されているほか、発行体の信

用リスク及び金利変動リスクに晒されているものもあります。 

借入金、社債、コマーシャル・ペーパー等の金融負債は、当社グループの信用状態や市場環境

の変化により、支払期日にその支払を実行できなくなる流動性リスクに晒されているほか、変動

金利によるものは金利変動リスクに晒されておりますが、一定量は金利スワップ取引により当該

リスクを回避しております。また、外貨建であるものは為替変動リスクに晒されておりますが、

通貨スワップ取引により当該リスクを回避しております。 

デリバティブ取引は、借入金等に係る金利変動リスクのヘッジを目的とした金利スワップ取引､

外貨建借入及び外貨建社債に係る為替変動リスクのヘッジを目的とした通貨スワップ取引であ

ります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の

方法等については、前述の「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注

記等 (3）会計方針に関する事項  ⑥ 重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

 (ｲ）信用リスクの管理 

社内規程に基づき、個別案件ごとの与信審査、信用情報管理、信用格付制度、自己査定制度、

問題債権への対応及び与信ポートフォリオの定期的なモニタリング体制を整備し運用しており

ます。個別案件ごとの審査・与信管理にあたっては、審査管理部署と営業推進部署を互いに分

離し、相互牽制が働く体制としております。また、経営陣による会議体を定期的に開催し、信

用リスク管理・運営における重要事項を報告・審議するとともに、監査部署が与信運営の妥当

性を検証することにより、適切な与信運営を実施する管理体制を構築しております。連結子会

社についても、同様の管理を行っております。 

 (ﾛ）市場リスクの管理 

当社及び一部の連結子会社は、借入金等の金融負債に係る支払金利の変動リスクを抑制する

ために、金利スワップ取引を利用しております。また、外貨建負債等に係る為替リスクについ

ても、原則として、通貨スワップ取引によりヘッジしております。 

株式、債券等の有価証券については、市場動向、時価及び発行体の財務状況等を定期的にモ
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ニタリングして経営陣に報告するとともに、保有状況を継続的に見直しております。 

デリバティブ取引の利用は、調達コストの最適化及び固定・変動金利比率の調整等を目的と

し、投機目的の取引は行わないこととしております。また、デリバティブ取引の執行及び管理

は、経営陣による会議体における基本方針の承認の下、取引権限や取引限度額等について定め

た社内規程に基づいて行われております。 

連結子会社においても、当社と同様の市場リスク管理を行っております。 

なお、当社グループにおいて、主たる金融資産である営業貸付金は、すべて固定金利であり、

また、主たる金融負債である借入金及び社債の大部分も固定金利であるため、金利変動の感応

度が低いことから、市場リスクに関する定量的分析を行っておりません。 

市場金利を用いて時価を算出している科目について、金利以外のすべてのリスク変数が一定

の場合、平成 29年３月 31 日現在の金利が１ベーシス・ポイント（0.01％）低ければ、当該金

融資産と金融負債相殺後の純額（資産側）の時価は 98百万円増加するものと考えられます。反

対に、金利が１ベーシス・ポイント（0.01％）高ければ、98百万円減少するものと考えられま

す。 

 (ﾊ）資金調達に係る流動性リスクの管理 

当社は、経営陣による会議体により承認された資金繰計画に基づき、資金繰実績、市場環境

及び金利動向などの状況変化に応じて適時に資金繰計画を見直すとともに、一定量の手許流動

性を常時確保しているほか、コミットメントラインの確保、市場環境を考慮に入れた資金調達

手段の多様化とバランス等により、流動性リスクを管理しております。また、連結子会社にお

いても当社と同様の管理を行っております。 

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、

異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。また、「(2）金融商品の時

価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデ

リバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 



 

(2）金融商品の時価等に関する事項 

平成 29年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めてお

りません。（（注２）をご参照ください。） 

   (単位：百万円） 

 連結貸借対照表

計上額 
時 価 差 額 

① 現金及び預金 104,939 104,939 ― 

    

② 営業貸付金 930,292   

貸倒引当金 △ 35,245   

利息返還損失引当金 (債権放棄額） △ 18,200   

 876,846 1,140,825 263,978 

③ 銀行業貸出金 45,872   

貸倒引当金 △ 936   

 44,935 49,845 4,909 

④ 割賦売掛金 38,648   

貸倒引当金 △ 3,118   

割賦利益繰延 △ 66   

 35,463 46,626 11,163 

⑤ 買取債権 11,334   

貸倒引当金 △ 3,114   

 8,219 8,219 ― 

⑥ 有価証券、商品有価証券及び投資有価

証券 

   

 (ｲ）売買目的有価証券 4,391 4,391 ― 

 (ﾛ）満期保有目的の債券 4,358 4,415 56 

 (ﾊ）その他有価証券 58 58 ― 

資産計 1,079,214 1,359,322 280,108 

① 短期借入金 17,627 17,627 ― 

    

② コマーシャル・ペーパー 14,997 14,997 ― 

    

③ 銀行業預金 55,427 55,427 ― 

    

④ １年内償還予定の社債及び社債 241,838 243,798 1,960 

    

⑤ １年内返済予定の長期借入金及び 

長期借入金 
431,413 432,867 1,453 

負債計 761,303 764,717 3,413 

デリバティブ取引 (※）    

 (ｲ）ヘッジ会計が適用されていないもの ― ― ― 

 (ﾛ）ヘッジ会計が適用されているもの ― ― ― 

デリバティブ取引計 ― ― ― 

 (※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており､合計で正味の債

務となる項目については、（  ）で示しております。 
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 (注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

① 現金及び預金 

満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価

としております。満期のある預金については、残存期間が短期（１年以内）であり、時価は帳

簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

② 営業貸付金、③ 銀行業貸出金及び④ 割賦売掛金 

期末日現在の残高について、回収可能性を加味した元利金の見積将来キャッシュ・フローを

市場金利で割り引いた現在価値を時価としております。ただし、有担保のものについては、担

保による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借

対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価とし

ております。なお、一部連結子会社の個別信用購入あっせんについては、平均残存期間が概ね

１年であり、時価は貸借対照表価額から貸倒引当金を控除した金額に近似していることから、

当該価額を時価としております。 

⑤ 買取債権 

買取債権については、見積将来キャッシュ・フローの現在価値、又は、担保及び保証による

回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における貸借対照

表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としてお

ります。 

⑥ 有価証券、商品有価証券及び投資有価証券 

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によってお

ります。一部債券について、短期間で償還されることから時価は帳簿価額と近似しており、償

却原価法による帳簿価額を時価としております。また、譲渡性預金は期間が短期であることか

ら、時価は帳簿価額と近似しており、当該帳簿価額を時価としております。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項は以下のとおりであります。 

(ｲ）満期保有目的の債券 

満期保有目的の債券における種類ごとの連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、

次のとおりであります。なお、当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券はありませ

ん。 

   (単位：百万円） 

区    分 
連結貸借対照表

計上額 
時 価 差 額 

時価が連結貸借対照表計上額を 

超えるもの 

   

 (a）国債・地方債等 3,341 3,407  66 

 (b）社債 ― ― ― 

 (c）その他 ― ― ― 

小    計 3,341 3,407  66 

時価が連結貸借対照表計上額を 

超えないもの 

   

 (a）国債・地方債等  1,016  1,007 △ 9 

 (b）社債 ― ―  ― 

 (c）その他 ― ― ― 

小    計  1,016  1,007 △ 9 

合    計  4,358  4,415  56 
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 (ﾛ）その他有価証券 

その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は 189百万円であり、売却益合計は 180百万

円であります。また、その他の有価証券において、種類ごとの取得原価、連結貸借対照表計

上額、及びこれらの差額については次のとおりであります。 

   (単位：百万円） 

区    分 
連結貸借対照表

計上額 
取得原価 差 額 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 

   

 (a）株式 0 0 0 

 (b）債券    

国債・地方債等 58 57 1 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

 (c）その他 ― ― ― 

小    計 58 57 1 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 

   

 (a）株式 ― ― ― 

 (b）債券    

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

 (c）その他 ― ― ― 

小    計 ― ― ― 

合    計 58 57 1 

 

(ﾊ）減損処理を行った有価証券 

当連結会計年度において、有価証券については、減損処理を行っておりません。 

 

負 債 

① 短期借入金及び② コマーシャル・ペーパー 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

③ 銀行業預金 

満期が１年未満の預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。満期が１年超の預金については元利金合計を、市場金利によ

り割り引いた現在価値を時価としております。 

④ １年内償還予定の社債及び社債 

社債のうち市場価格のあるものは市場価格によっております。市場価格がないもの及び私募

債については、元利金合計を、市場金利に信用リスクを加味した割引率により割り引いた現在

価値を時価としております。 

⑤ １年内返済予定の長期借入金及び長期借入金 

長期借入金については、元利金合計を、市場金利に信用リスクを加味した割引率により割り

引いた現在価値を時価としております。 
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デリバティブ取引 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの連結決算

日における契約額又は契約において定められた元本相当額は、次のとおりであります。 

 (ｲ）金利関連 

   (単位：百万円） 

ヘッジ会計

の方法 
取引の種類 

主な 

ヘッジ対象 
契約額等 

契約額等の

うち１年超

のもの 

時価 

金利 

スワップの

特例処理 

金利スワップ取引 

支払固定・受取変動 

長期借入金 

及び社債 
210,904 156,524 (注) 

 (注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金及び社債と一

体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しており

ます。 

 (ﾛ）通貨関連 

   (単位：百万円） 

ヘッジ会計

の方法 
取引の種類 

主な 

ヘッジ対象 
契約額等 

契約額等の

うち１年超

のもの 

時価 

為替予約等

の振当処理 
通貨スワップ取引 

長期借入金 

及び社債 
30,910 21,093 (注) 

 (注）通貨スワップの振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金及び社債と一

体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金等の時価に含めて記載してお

ります。 

 (注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品等は、次のとおりであります。 

   (単位：百万円） 

区    分 連結貸借対照表計上額 

① 非上場株式 (※１） (※２） 1,161 

② 投資事業組合出資金 (※１） (※３） 22 

合    計 1,184 

 (※１）これらは金融商品時価情報の「資産 ⑥ 有価証券、商品有価証券及び投資有価証券」に

は含まれておりません。 

 (※２）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、時価開示の対象とはしておりません。 

 (※３）投資事業組合出資金については、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極め

て困難と認められるもので構成されており、時価開示の対象とはしておりません。 
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 (注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

   (単位：百万円） 

 １年以内 
１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

現金及び預金 104,939 ― ― ― ― ― 

営業貸付金 (※１） (※２） 173,921 168,995 164,476 161,118 155,406 23,279 

銀行業貸出金 29,189 2,893 2,522 3,215 3,111 4,939 

割賦売掛金 (※１） (※２） 7,880 7,367 7,367 7,367 7,211 ― 

有価証券及び投資有価証券       

① 満期保有目的の債券       

国債 260 893 304 147 ― 2,753 

② その他有価証券のうち 

満期があるもの 
      

国債 ― 58 ― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― ― ― 

合   計 316,190 180,208 174,671 171,849 165,729 30,972 

(※１）営業貸付金及び割賦売掛金のうち、償還予定が見込めない貸倒懸念債権 (35,201百万円)

等は含まれておりません。 

(※２）営業貸付金及び割賦売掛金のうち包括信用購入あっせん事業分は、平均ミニマムペイメ 

ントで毎月一定日に支払われた場合の予定額にて記載しております。 

 (注４）社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額 

   (単位：百万円） 

 １年以内 
１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

短期借入金 17,627 ― ― ― ― ― 

コマーシャル・ペーパー 14,997 ― ― ― ― ― 

銀行業預金 55,427 ― ― ― ― ― 

１年内償還予定の社債及び

社債 
25,000 44,720 40,845 41,552 36,480 53,240 

１年内返済予定の長期借入

金及び長期借入金 
117,907 137,015 117,177 34,454 19,726 5,132 

リース債務 281 216 93 17 2 ― 

合   計 231,241 181,952 158,116 76,024 56,208 58,372 

 

７．１株当たり情報に関する注記 

 (1) １株当たり純資産額 159 円 58 銭 

 (2) １株当たり当期純損失金額 46 円 08 銭 

 

８．その他の注記 

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 

 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

子 会 社 株 式 及 び 

関 連 会 社 株 式 
…… 移動平均法による原価法 

そ の 他 有 価 証 券   

時価のあるもの …… 期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のないもの …… 移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資 

（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）

については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっ

ております。 

② デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

ス ワ ッ プ 取 引 …… 時価法 

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商 品 …… 個別法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算

定） 

貯 蔵 品 …… 主として先入先出法による原価法 

 

（2）固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産 

（リース資産を除く） 
…… 定率法 

無 形 固 定 資 産 

（リース資産を除く） 
 

自 社 利 用 の 

ソ フ ト ウ ェ ア 
…… 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

の れ ん …… 10 年から 15年間で均等償却しております。 

そ の 他 の 

無 形 固 定 資 産 
…… 定額法 

リ ー ス 資 産  

所有権移転外ファイ 

ナンス・リース取引 
…… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

長 期 前 払 費 用 …… 均等償却 

 

（3）繰延資産の処理方法 

社 債 発 行 費 …… 支出時に全額費用として処理しております。 

 

（4）引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金 …… 営業貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(会計上の見積りの変更) 

当社は、当事業年度において、信用保証事業の規模拡大への対応に

加え、貸倒引当金のさらなる精度の向上をはかるため、債権区分ご

との貸倒リスク状況をより精緻に分析し、ローン・クレジットカー

ド事業及び信用保証事業に対する貸倒引当金の見積りを一部変更し
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ております。 

この変更に伴い、従来の方法と比べて、当事業年度の営業損失、経

常損失及び税引前当期純損失はそれぞれ 528百万円増加しておりま

す。 

債務保証損失引当金 …… 債務保証に係る損失に備えるため、当事業年度末における損失発生

見込額を計上しております。 

退 職 給 付 引 当 金 …… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における見込額

に基づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しており

ます。 

なお、年金資産の見込額が退職給付債務見込額に未認識過去勤務債

務及び未認識数理計算上の差異を加減した額を超過している場合

は、超過額を前払年金費用として計上しております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により、費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしており

ます。 

利息返還損失引当金 …… 将来の利息返還損失に備えるため、過去の返還実績を踏まえ、かつ

最近の返還状況を考慮する等により返還額を合理的に見積もり計上

しております。 

 

（5）収益及び費用の計上基準 

営 業 貸 付 金 利 息 …… 発生基準により計上 

なお、営業貸付金に係る未収利息については、利息制限法利率又は

当社約定利率のいずれか低い方により計上しております。 

包括信用購入あっせん収益 

顧 客 手 数 料 …… 残債方式により計上 

加 盟 店 手 数 料 …… あっせん手数料として取扱時に計上 

信 用 保 証 収 益 …… 残債方式により計上 

（注）計上方法の内容は次のとおりであります。 

残 債 方 式 …… 元本残高に対して所定の料率で手数料を算出し、収益に計上する方

法 

 

（6）ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、金利スワップの特例処理の要件を満たすものにつ

いては、特例処理に、通貨スワップの振当処理の要件を満たすものについては、振当処理によっ

ております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

金利関連 

ヘ ッ ジ 手 段 …… 金利スワップ取引 

ヘ ッ ジ 対 象 …… 変動金利建の借入金及び変動金利建の社債 

通貨関連 

ヘ ッ ジ 手 段 …… 通貨スワップ取引 

ヘ ッ ジ 対 象 …… 外貨建の借入金 

③ ヘッジ方針 

当社の内規に基づき、金利関連では、金利変動リスクを回避する目的で、変動金利建の借入金

及び変動金利建の社債に対して、金利スワップのデリバティブ取引でキャッシュ・フローヘッジ

を、通貨関連では、借入金及び借入金利息の為替変動リスクを回避する目的で、外貨建の借入金

に対して、通貨スワップ取引でキャッシュ・フローヘッジを行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

金利関連では、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件がほぼ一致しており、かつヘッジ
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開始時及びその後も継続して、金利変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想

定することができるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。また、通貨関連では､ヘ

ッジ対象と同一条件で通貨スワップを締結しており､為替変動又はキャッシュ・フロー変動を完

全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。 

 

（7）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税

等は、発生事業年度の期間費用としております。 

② 連結納税制度の適用 

  当社は、連結納税制度を適用しております。 

 

２．表示方法の変更に関する注記 

＜損益計算書関係＞ 

前事業年度において、「その他」に含めて表示しておりました営業外収益の「受取家賃」は、金

額的重要性が高まったため、当事業年度において独立掲記しております。 

なお、前事業年度の「受取家賃」は 298百万円であります。 

前事業年度において、独立掲記しておりました営業外費用の「保険解約損」は、金額的重要性が

乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。 

なお、当事業年度の「保険解約損」は２百万円であります。 

 

３．追加情報 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年３月

28日）を当事業年度から適用しております。 

 

４．貸借対照表に関する注記 

（1）有形固定資産の減価償却累計額                 

 

（2）保証債務 

関係会社の借入金等に対する保証債務残高 4,253 百万円 

   

信用保証業務の保証債務残高 1,005,029 百万円 

債務保証損失引当金 8,100 百万円 

差引 996,929 百万円 

 

（3）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短 期 金 銭 債 権 ・・・・・・・・・・・ 1,131 百万円 

長 期 金 銭 債 権 ・・・・・・・・・・・ 0 百万円 

短 期 金 銭 債 務 ・・・・・・・・・・・ 18 百万円 

 

５．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

営業収益 183 百万円 

営業費用 434 百万円 

営業取引以外の取引による取引高 962 百万円 

 

６．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式 29,668,592 株 

 

 

 

33,575 百万円 
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７．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

繰延税金資産   

貸倒損失 13,913 百万円 

貸倒引当金 6,019 百万円 
債務保証損失引当金 2,499 百万円 
利息返還損失引当金 50,648 百万円 
未払賞与 415 百万円 
未収利息不計上 495 百万円 
ソフトウェア 2,790 百万円 
資産除去債務 1,181 百万円 
繰延資産 341 百万円 
繰延消費税等 252 百万円 
有価証券評価損 197 百万円 
関係会社株式評価損 1,034 百万円 
未払事業税 226 百万円 
減損損失 255 百万円 
株式配当金 2,460 百万円 
繰越欠損金 145,942 百万円 
その他 389 百万円 

繰延税金資産小計 229,064 百万円 
評価性引当額 △192,558 百万円 
繰延税金資産合計 36,506 百万円 

   

繰延税金負債   
その他有価証券評価差額金 1 百万円 
前払年金費用 1,442 百万円 

その他 13 百万円 

繰延税金負債合計 1,457 百万円 
繰延税金資産の純額 35,048 百万円 
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８．関連当事者との取引に関する注記 

 兄弟会社等 

        （単位：百万円） 

種類 
会社等の

名称 
所在地 資本金 

事業の 

内容 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関連当事

者との関

係 

取引の 

内容 
取引金額 科目 

期末 

残高 

親会社の

子会社 

三菱 

ＵＦＪ 

信託銀行

㈱ 

東京都 

千代田区 
324,279 

信託 

銀行業 

直接 

(2.01%) 
借入 

資金の 

借入 

借入  

36,786 

短期 

借入金 
6,000 

コマーシ

ャル・ 

ペーパー 

3,999 

返済  

38,788 

１年内返

済予定の

長期借入

金 

44,557 

長期 

借入金 
105,501 

利息の 

支払 
2,498 

未払 

費用 
6 

㈱三菱 

東京 

ＵＦＪ 

銀行 

東京都 

千代田区 
1,711,958 銀行業 ― 

借入 

資金の 

借入 

借入  

 13,698 

コマーシ

ャル・ 

ペーパー 

3,999 

返済 

 3,000 

長期 

借入金 
48,918 

利息の 

支払 
869 

未払 

費用 
― 

債務 

保証 

同社無担

保ローン

に対する

信用保証

料の受取 

21,844 
未収 

収益 
5,616 

保証債務

残高 
615,591 ― ― 

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．三菱ＵＦＪ信託銀行㈱及び㈱三菱東京ＵＦＪ銀行の借入の利率は、一般市中金利となってお

ります。 

２．㈱三菱東京ＵＦＪ銀行の個人ローンに対する債務保証の保証料率は、保証料の市場実勢を参

考に交渉の上決定しております。なお、同社の個人ローン債務者が債務弁済の履行が困難に

なった場合については、同社との契約に従い当社が代位弁済を行っております。この代位弁

済の履行条件については、両者協議の上決定しております。 

  

９．１株当たり情報に関する注記 

（1) １株当たり純資産額 140 円 95 銭 

（2) １株当たり当期純損失金額 50 円 61 銭 

 

10．その他の注記 

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

15 


